
今回のテーマ

基礎から身につく

の

問題１ 問題２

確認テストを 解いてみよう
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回
は
、
資
産
の
部
に
記
載
さ
れ

る
「
固
定
資
産
」
と
「
減
価
償

資
産
で
、
例
え
ば
特
許
権
、
ソ
フ
ト
ウ

エ
ア
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
有
形
固
定
資

産
や
無
形
固
定
資
産
に
該
当
し
な
い
資

産
は
、
す
べ
て
投
資
そ
の
他
の
資
産
に

分
類
さ
れ
、
例
え
ば
投
資
有
価
証
券
、

長
期
貸
付
金
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

減
価
償
却
と
は
何
？ 

ど
の
よ
う
に 

行
え
ば
よ
い
の
？

　

時
間
の
経
過
と
と
も
に
価
値
が
低
下

し
て
い
く
こ
と
に
注
目
し
、
固
定
資
産

を
使
用
可
能
期
間
の
中
で
費
用
配
分
す

る
手
続
き
を
「
減
価
償
却
」
と
い
い
ま

す
。
減
価
償
却
の
方
法
に
は
、
主
に
定

額
法
と
定
率
法
が
あ
り
ま
す
。

①
定
額
法

　

定
額
法
と
は
毎
期
、
均
等
額
で
費
用

配
分
す
る
方
法
で
、「
取
得
価
額
×
定

額
法
の
償
却
率
」
の
計
算
式
で
求
め
ら

れ
ま
す
。
例
え
ば
、
５
０
０
万
円
の
固

定
資
産
を
５
年
で
定
額
法
に
よ
り
減
価

償
却
し
た
場
合
、
１
年
あ
た
り
の
減
価

償
却
費
は
、「
５
０
０
万
円
×
０
・
２

０
０
（
５
年
の
定
額
法
償
却
率
）
＝
１

０
０
万
円
」
に
な
り
ま
す
。

②
定
率
法

　

定
率
法
と
は
毎
期
、
一
定
割
合
で
費

用
配
分
す
る
方
法
で
、「
前
期
末
の
未

償
却
残
高
×
定
率
法
の
償
却
率
」
と
い

う
計
算
式
で
求
め
ら
れ
ま
す
。
例
え

ば
、
５
０
０
万
円
の
固
定
資
産
を
５
年

で
定
率
法
に
よ
り
減
価
償
却
し
た
場

合
、
次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

〈
１
年
目
〉

・
５
０
０
×
０
・
４
０
０
（
５
年
の
定

率
法
償
却
率
）
＝
２
０
０
万
円

〈
２
年
目
〉

・
５
０
０－

２
０
０
＝
３
０
０
万
円

・
３
０
０
×
０
・
４
０
０
＝
１
２
０
万

円〈
３
年
目
〉

・
３
０
０－

１
２
０
＝
１
８
０
万
円

・
１
８
０
×
０
・
４
０
０
＝
72
万
円

　

こ
の
よ
う
に
定
率
法
で
は
、
年
数
が

経
つ
ご
と
に
減
価
償
却
費
が
少
な
く
な

り
ま
す
。
な
お
、
建
物
お
よ
び
平
成
28

年
４
月
以
降
取
得
す
る
建
物
附
属
設

備
、
構
築
物
の
減
価
償
却
に
つ
い
て
は

定
額
法
の
み
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

耐
用
年
数
が
定
め
ら
れ
て
い
る

　

減
価
償
却
の
対
象
と
な
る
固
定
資
産

に
対
し
て
は
、
そ
の
資
産
の
構
造
や
用

途
な
ど
の
細
目
ご
と
に
、
耐
用
年
数
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
耐
用
年
数

に
応
じ
た
償
却
率
を
適
用
す
る
こ
と
に

よ
り
、
そ
の
耐
用
年
数
の
期
間
で
費
用

配
分
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
減
価
償
却
で
き
な
い
固
定
資

産
も
あ
り
ま
す
。
時
間
が
経
っ
て
も
価

値
が
下
が
ら
な
い
資
産
や
使
用
し
て
い

な
い
資
産
は
、
減
価
償
却
が
認
め
ら
れ

ま
せ
ん
（
図
表
１
）。

減
価
償
却
費
は 

貸
借
対
照
表
に 

ど
う
記
載
す
る
？

　

決
算
書
の
作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
減

価
償
却
費
を
損
益
計
算
書
の
費
用
に
計

上
す
る
と
と
も
に
、
貸
借
対
照
表
の
固

定
資
産
か
ら
減
価
償
却
費
相
当
額
を
減

額
し
ま
す
。
こ
の
と
き
、
固
定
資
産
か

ら
減
価
償
却
費
相
当
額
を
減
額
す
る
表

記
方
法
に
は
、
直
接
法
と
間
接
法
の
２

つ
の
方
法
が
あ
り
ま
す
。

　

直
接
法
で
は
、
固
定
資
産
の
取
得
価

額
か
ら
、
過
去
に
計
上
し
た
減
価
償
却

費
の
累
計
額
（
減
価
償
却
累
計
額
）
を

控
除
し
た
残
額
を
そ
の
ま
ま
貸
借
対
照

表
に
記
載
し
ま
す
。
間
接
法
で
は
、
取

得
価
額
と
減
価
償
却
累
計
額
を
併
記
し

て
残
額
を
求
め
ま
す
（
図
表
２
）。

却
」
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

固
定
資
産
と
は 

そ
も
そ
も 

ど
ん
な
も
の
な
の
？

「
固
定
資
産
」
と
は
基
本
的
に
は
１
年

以
上
現
金
化
さ
れ
ず
長
期
に
わ
た
っ
て

使
用
さ
れ
る
資
産
で
す
。
た
だ
し
、
１

年
以
上
現
金
化
さ
れ
な
い
も
の
で
も
10

万
円
未
満
で
あ
れ
ば
固
定
資
産
と
し
て

計
上
せ
ず
、
消
耗
品
費
と
し
て
経
費
処

理
し
ま
す
。
ま
た
例
え
ば
、
通
常
は
固

定
資
産
と
な
る
車
両
運
搬
具
で
も
、
自

動
車
販
売
会
社
が
所
有
す
る
も
の
は
、

企
業
の
正
常
な
営
業
サ
イ
ク
ル
に
よ
っ

て
発
生
す
る
た
め
、
棚
卸
資
産
と
し
て

流
動
資
産
に
分
類
さ
れ
ま
す
。

固
定
資
産
は
３
つ
に
区
分

　

固
定
資
産
は
有
形
固
定
資
産
、
無
形

固
定
資
産
、
投
資
そ
の
他
の
資
産
の
３

つ
に
区
分
さ
れ
ま
す
。
有
形
固
定
資
産

と
は
形
の
あ
る
資
産
で
、
例
え
ば
土

地
、
建
物
、
車
両
運
搬
具
な
ど
が
あ
り

ま
す
。
無
形
固
定
資
産
と
は
形
の
な
い

今

固定資産と減価償却の方法

八木正宣●やぎ・まさのぶ
税理士事務所ＳＢＬ所長・税理士。
会計事務所等での勤務を経て平成
16年税理士事務所ＳＢＬを開設。
企業支援と相続関連業務に強み。
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図表２　減価償却費の表示方法
１年目の貸借対照表 ２年目の貸借対照表

直
接
法
機械装置� 300 機械装置� 　　　　 180

間
接
法

機械装置　　　　 500

減価償却累計額 △200� 300

機械装置　　　　 500

減価償却累計額 △320� 180

※機械装置　取得価額500万円　耐用年数5年の定率法による

次の①～⑤のうち、減価償却できない
資産はどれですか。すべて選んでくだ
さい。

建物

土地

特許権

稼働休止資産

建設中の建物

１

２

３

４

５

固定資産について述べた①～④のうち
誤っているものを選んでください。

固定資産とは、基本的には１年以上現金
化されず長期で使用される資産である
１年以上現金化されないものでも20万
円未満であれば固定資産として計上せ
ず、消耗品費として経費処理する
通常は固定資産となる車両運搬具でも、
自動車販売会社が所有し正常な営業サイ
クルで発生するものは、流動資産に分類
される
固定資産は有形固定資産、無形固定資
産、投資その他の資産に区分される

１

２

３

４

図表１　減価償却（非減価償却）資産
区分 内容

減価
償却資産

有形固定資産
建物、構築物、車両
運搬具、機械装置等

無形固定資産
特許権、営業権、ソ
フトウエア等

非減価
償却資産

価値が下がら
ない資産

土地、借地権、電話
加入権等

使用していな
い資産

稼働休止資産、建設
中の建物等

解答 問題１-②　問題２-②④⑤


